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1. 令和8年度診療報酬改定の概略

2. 診療報酬改定に至る道筋

3. 令和8年度診療報酬改定のポイント

① 全体項目

② 個別項目（外来、在宅、オンライン診療）

4. 診療報酬改定を踏まえたクリニック（外来、在宅）の戦略方針

5. まとめ

本日の講義内容



高齢化・制度改定・国民医療費の関係性分析

外来医療

自然現象（高齢化等）

政策・制度

入院医療

病床稼働数
+0.3%

純患者数:2.6%
入院 +1.3%

入院外 +2.6%
平均在院日数

▲0.9%

入院単価
＋3.2%

入院医療費
＋3.6%

診療報酬制度
（本体部分）

0.51%

医療機関の経営努力
医療密度向上

患者意識の変化

外来患者延数
+1.0%

外来単価
＋1.4%

入院外医療費
＋2.5%

国民医療費
（医科診療）

＋2.1%

外来通院回数
▲1.5%

注）診療報酬制度の変化率＝平成20年度～平成30年度の本体部分改定率の年平均

出典：厚生労働省「国民医療費」、「社会医療診療行為別調査」

◼ 平均在院日数の短縮と外来通院回数の減少によって、国民医療費の伸びが抑制されている
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2018年度（平成30年度） 2020年度（令和2年度） 2022年度（令和4年度） 2024年度（令和6年度）

DPC
ＤＰＣ機能評価係数Ⅱの重症度係数
後発医薬品係数の廃止

機能評価係数Ⅰ、機能評価係数Ⅱ共に
既存の枠組みを維持
新型インフルエンザ対策を追加

機能評価係数IIの地域医療指数における
体制評価指数で感染症対策を評価

小規模病院の参入が厳しく（月90件以
上）機能評価係数Ⅱから保険診療指数
が削除、効率性指数の変更

一般急性期／
急性期病床

7対1・10対1急性期一般
13対1・15対1は地域一般に再編
重症度、看護必要度見直しと厳格化

※意思疎通やBPSDの基準追加
※※重症度（7：1）25％⇒30％

在宅復帰率の要件見直し

重症度は、前回改定で追加した認知症
患者の評価を削除。
救急・手術患者を評価。

※重症度（7：1）30％⇒31％
救急車2000台以上に地域医療体制確保
加算を新設

急性期一般入院料１で手術や救急実績
に応じた急性期充実体制加算が新設
重症度、医療・看護必要度で、A項目「心
電図モニター管理」を削除
短期滞在手術等基本料の見直し
「紹介受診重点医療機関」の新設と加算
新設

ICUや急性期病床（7:1）について厳格化。
新たに地域包括医療病棟入院料が設定
された

地域包括ケア
病棟／病床

2段階評価を4段階評価に
※200床以上は病棟単位のみへ
※※地域包括ケア機能を評価

（在宅機能、直接入院）

自宅からの入院患者数や在宅医療・訪
問看護等の実績要件が厳格化 

※自宅からの入棟10％⇒15％
※※自宅等からの緊急入院3月3人

以上⇒6人以上
入退院支援及び地域連携業務を担う部
門設置を要件化
400床以上の病院は地域包括ケア病棟
届出不可

地域包括ケア病棟／病床の施設基準の
厳格化

※地ケア1,2 在宅復帰率70%以上
⇒ 72.5% 以上

※※地ケア1,3自宅棟からの入棟
15％以上⇒20％以上

院内転棟６割以内を200床以上に拡大
地域包括ケア病棟／病床のうち、療養病
床を母体とする場合を減算し、救急対応
を評価
入退院支援加算要件化（100床以上）

40日以内と41日以上で点数が区分され、
短期入院を評価
入院料1の実績要件に介護保険の訪問
看護の実績要件が加わった
地ケア入棟の在宅復帰率から、短期滞
在患者を除外
在宅患者支援病床初期加算において救
急搬送患者の受入れを評価

回復期リハビリ
テーション病棟

アウトカム評価のさらなる促進
3段階評価を6段階評価に
（FIMによる区分）

リハビリテーション実績指数厳格化。
※入院料１ FIM37以上⇒40以上

FIMの測定において、患者・家族への説
明が要件化。
管理栄養士の配置が回復期リハ病棟1で
要件化。摂食嚥下リハも一定の評価。

回復期リハビ病棟６の廃止
回復期リハビリテーション病棟における
ADLやFIM評価の第三者評価導入（医療
機能評価）
新入院患者の重症割合３割以上⇒４割
以上（入院料1,2）
心臓リハビリ患者を対象に追加

専従MSWの配置義務化、口腔管理の体
制整備、地域貢献が要件化（基準1，2）
栄養状態の評価が要件化（GLIM、基準1
は必須）
歯科医師や歯科衛生士による管理加算
が新設
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2018年度（平成30年度） 2020年度（令和2年度） 2022年度（令和4年度） 2024年度（令和6年度）

医療療養病床

20対1療養病棟入院基本料1に一本化
（入院料2は2年間の経過措置）

在宅復帰促進に向けたリハビリ提供に対
する評価
医療区分2、3の評価内容の見直し

(「24時間監視」の要件厳格化)
介護医療院の新設

経過措置2には終了、経過措置1も減算
幅が拡大。
中心静脈栄養は定期的評価が必要に。
かつ患者・家族への説明が要件化。 
感染・寝たきり・長期入院リスクを下げる
ために、排尿自立支援を評価。

経過措置の減算幅拡大
▲15%⇒▲25%

療養型病床でリハビリを実施する場合は、
FIMが要件化
医療区分３における「中心静脈栄養を実
施している状態」への対応が必要

医療区分✕ADL区分の９区分が細分化
され、処置区分を加えて30区分となり、軽
度の患者が多かった施設に厳しく
中心静脈栄養を処置区分とする患者の
厳格化

精神科／
精神科病院

精神科救急入院料の強化
精神科急性期治療病棟の自宅等移行先
に老健・介護医療院精神科在宅患者支
援管理料の新設
一般急性期で意志障害や危険行動を評
価

精神科救急入院料は市場規模に応じて
病棟数を制限
精神科急性期医師配置加算をクロザピ
ン導入実績で評価
地域移行機能強化病棟が、令和6年3月
末まで期限延長
精神科訪問看護の同一建物減算。

薬物依存症（入院）、アルコール依存症
（外来）を評価
多職種包括的支援ﾏﾈｼﾞﾒﾝﾄを評価
精神保健指定医による通院・在宅精神療
法について評価
孤独・孤立の多職種サポートを評価

地域包括ケアを手掛けるための専門病
棟（精神科地域包括ケア病棟）が新設。
また虐待や不適切な養育が疑われる状
況への対応が強化

在宅医療

地域包括ケア病棟／病床で在宅実績を
評価
重症患者を評価（包括的支援加算の新
設）
複数医療機関・複数科の連携を評価

在宅医療の改定は軽微。
複数医療機関6ヶ月以上訪問可
（老健）抗悪性腫瘍剤の適応拡大
（小多機・看多機）訪問要件緩和 

在支診、在支病が外来型診療所をバック
アップ
要件に、“地域支援事業等※への参加”、
“ACPの指針作成”を追加
外来医療を担う医師と在宅医療を担う医
師の連携強化
継続診療加算の名称及び評価の在り方
の見直し

看取り等の少ない軽度患者に対する施
設での頻回訪問を手掛けている医療機
関や、かかりつけ等ではない一見さんの
緊急往診等に厳しい改定
また在支病や在支診が、一般の夜間対
応しない医療機関を支援することをより
強く要求

外来医療

大病院の外来受診抑止の促進
(選定療養費の徴収対象病院拡大)

地域包括診療料の要件緩和
初診料機能強化加算の新設

紹介状無し初診患者の定額負担は、200
床以上地域医療支援病院に拡大
機能強化加算要件に患者周知の強化
地域包括診療加算は要件緩和
 （時間外対応加算3）
小児かかりつけ診療料の拡大

「紹介受診重点医療機関」新設と初診患
者の定額負担拡大
地域包括診療・加算の対象拡充（慢性腎
臓病、心不全）
小児かかりつけ診療料・小児科外来診療
料の要件緩和
初診料機能強化加算の要件厳格化

（在宅や地域包括診療料算定）
一定期間内に処方箋を反復利用できるリ
フィル処方箋の仕組みの導入

特定疾患療養管理料から糖尿病、脂質
異常症、高血圧が外され、生活習慣病管
理料（Ⅱ）が新設
※結果、外来データ提出加算が重要に

時間外対応加算について、非常勤医師
や看護職員による一次対応が可能に
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2018年度（平成30年度） 2020年度（令和2年度） 2022年度（令和4年度） 2024年度（令和6年度）

オンライン診療
オンライン診療料／オンライン医学管理
料の新設

※対象患者限定的、点数低め

オンライン診療料の変更は軽微
（病名追加、僻地で初診対応可能）
⇒コロナ特例で大幅に緩和

初診患者等を幅広く要件緩和
初診／再診／医学管理の診療料増
オンライン服薬指導、オンライン栄養指
導の緩和

適応範囲の拡大（生活習慣病管理料Ⅱ、
CPAP、通院精神療法、小児特定疾患カ
ウンセリング等）

働き方改革

各種施設基準における常勤要件緩和
※週3日以上かつ週22時間以上可

医師事務作業補助、看護補助等におけ
るタスクシェアリング推進
病棟薬剤業務の強化と薬剤師配置基準
要件の緩和
情報通信機器を活用した会議等の効率
化
総合入院体制加算等における働き方改
革制度の推進
※病院管理者の関与強化や各種人事制
度等の充実

看護職員等処遇改善による急性期病院
の看護職員等の給与引き上げ
重点医療機関の優遇にむけて地域医療
体制確保加算の拡充、引き上げ
医師事務作業補助、看護職員・看護補助、
薬剤師等におけるタスクシェアリング推
進
カンファレンスや施設基準・レセプト・各種
報告事務の省力化

医師事務作業補助体制加算引き上げ
「夜間看護体制加算」等で「ICT、AI、IoT 
等の活用による業務負担軽減」を推奨
看護補助体制充実加算の新設

賃上げについて、40歳未満の医師・事務
向けに初再診料や入院基本料が引き上
げられ、看護師等のその他医療職向け
に新規加算（ベースアップ評価料）が設
定された

感染症

診療所の外来における外来感染対策向
上加算が新設
診療所および中小病院と感染対策向上
加算１算定医療機関の連携強化
感染対策向上加算１を算定する医療機
関は、感染対策の指導的立場に
新型コロナ対応の施設基準等の特例は
令和4年4月以降も原則として継続

感染対策向上加算の施設基準に、第一
種または第二種協定指定医療機関、介
護保険施設や障害者支援施設等との協
力関係を構築が追加
外来感染対策向上加算の要件に、第二
種協定指定医療機関であること

医療DX

医療DXの実現に向けて電子カルテ情報
共有サービス（2026年5月に延長）の活用、
オンライン資格確認による情報連携や各
種ICTの活用による看護等の生産性向上
を評価
サイバーセキュリティ対策強化
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新たな地域医療構想 とりまとめ

令和6年12月18日



第1強調色

第2強調色

第3強調色

補色

補色

+2

+1

-1

-2

0

-3

+2

+1

-1

-2

0

-3

• 2040年頃、さらにその先も見据えて、病床の機能分化、連携を中心とした地域医療構想をバージョンアップし、全ての地域・全ての世代の患者が適切な
医療を受けられる体制を構築する。

7第7回新たな地域医療構想等に関する検討会（R5.8.26 厚生労働省）をもとにメディヴァ作成

「新たな地域医療構想」は、入院だけではない地域医療体制全体が対象

現行 今後

病床の機能分化・連携
入院医療だけでなく、外来・在宅医療、

介護との連携等を含む、医療提供体制全体の
課題解決を図るための地域医療構想へ

• 地域の患者・要介護者を支えられる地域全体を俯瞰した構想

85歳以上の高齢者の増加に伴う高齢者救急や在宅医療等の医療・介護需要の増大等、2040年頃を見据えた課題に対応するため、入院に限らず医療提供体

制全体を対象とした地域医療構想を策定する。

• 今後の連携・再編・集約化をイメージできる医療機関機能に着目した医療提供体制の構築

病床機能だけでなく地域で求められる医療機関の役割も踏まえ医療提供体制を構築する。（急性期医療の提供、高齢者救急の受け皿、在宅医療提供の拠点

等）

• 限られたマンパワーにおけるより効率的な医療提供の実現

医療DXや働き方改革の取組、医療介護連携等を通じて、生産性を向上させ、持続可能な医療提供体制モテルを確立する。

これまでの地域医療構想
（2014年頃～2025年頃）

新たな地域医療構想
（2025年頃～2040年頃）
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治す医療と
治し支える医療

治す医療と
治し支える医療

圏域の考え方の
柔軟化

精神医療も
対象
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重点医師偏在
対策支援区域

国立病院等の
管理者要件

外来医師過多
区域の制限

管理者に保険診
療経験を課す
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かかりつけ医機能報告制度

令和7年6月27日



第1強調色

第2強調色

第3強調色

補色

補色

+2

+1

-1

-2

0

-3

+2

+1

-1

-2

0

-3

＜保険制度＞

＜医療法＞

医療法改正により創設された、かかりつけ医機能報告と外来機能報告は、都道府県の地域協議で活用される。
これらと診療報酬の両面からかかりつけ医の推進を目指す。

11メディヴァ作成

かかりつけ医の推進の概要

か
か
り
つ
け
医
の
推
進

診療報酬
外来データ

提出

医療機関の行動変容

G
ー

M

I

S

地域協議
設置

外来医療
計画

見える化（住民向け公表）

医療機能情報提供制度

外来機能報告
制度

かかりつけ医
機能報告

住民の行動変容

地域医療の
ビジョン実現

調整会議地域医療構想

医師教育 医療DX ガイドライン
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経済財政運営と改革の基本方針２０２５

令和7年6月13日閣議決定
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賃上げ

DX
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（１）全世代型社会保障の構築
•医療・介護・障害福祉分野の処遇改善・業務負担軽減等持続可能な社会保障制度のための改革実行、現役世代の保険料負担を含む国民負
担軽減を実現
•中長期的な介護提供体制の確保：医療・介護連携、多職種間の連携、介護テクノロジーの社会実装、事業者間の連携・協働化や大規模化、
介護人材の確保・定着
•中長期的な医療提供体制の確保：かかりつけ医機能、適切なオンライン診療の推進、新たな地域医療構想、医師偏在への対応、妊娠・出
産・産後の経済的負担の軽減、小児周産期医療、リフィル処方箋
•疾患に応じた対策等：がん対策、循環器病対策、慢性腎臓病対策等、女性の健康支援、睡眠対策、いわゆる国民皆歯科健診、リハビリ
テーションによる自立支援・在宅復帰・社会復帰
•予防・健康づくり、重症化予防：データヘルス計画に基づくコラボヘルス、エビデンスに基づくＰＨＲや健康経営、職域でのがん検診の
普及、糖尿病性腎症の重症化予防
•創薬力強化とイノベーション推進：国際水準の治験・臨床試験実施体制、医薬品安定供給
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